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全会計の決算概要と推移

平成２７年度平成２６年度平成２５年度平成２４年度平成２３年度平成２２年度平成２１年度平成２０年度

歳入 歳出 １,２７３,９６９

１,２４０,２３３

（万円）

１,２７２,１８８

１,２４６,３４２

１,２２８,９８９

１,２０４,５４９

１,１２６,３７１

１,１００,９２０

１,１８０,１６８

１,１５７,６８７

１,１６９,７４８

１,１４１,５０１

１,１８４,８１１

１,１５８,２３２

１,１３０,６８１

１,１０８,３４１

１,３００,０００

１,２５０,０００

１,２００,０００

１,１５０,０００

１,１００,０００

１,０００,０００

１,０５０,０００

　平成２７年度の一般会計・特別会計（国民健康保険特別会計、北海道介護福

事業特別会計、工業団地造成事業特別会計）・企業会計（水道事業会計、下水道

　企業会計を除いた会計の平成２７年度決算総額は、歳入で１２７億３, ９６９

９万円の減）となりました。

２



平成２７年度平成２６年度平成２５年度平成２４年度平成２３年度平成２２年度平成２１年度平成２０年度

歳入 歳出 １,２７３,９６９

１,２４０,２３３

（万円）

１,２７２,１８８

１,２４６,３４２

１,２２８,９８９

１,２０４,５４９

１,１２６,３７１

１,１００,９２０

１,１８０,１６８

１,１５７,６８７

１,１６９,７４８

１,１４１,５０１

１,１８４,８１１

１,１５８,２３２

１,１３０,６８１

１,１０８,３４１

１,３００,０００

１,２５０,０００

１,２００,０００

１,１５０,０００

１,１００,０００

１,０００,０００

１,０５０,０００

祉学校特別会計、介護保険特別会計、後期高齢者医療特別会計、住宅団地造成

事業会計）の決算が９月議会定例会で認定されました。

万円（前年比１, ７８１万円の減）。歳出で１２４億２３３万円（前年比６, １０

３

※企業会計（水道事業・下水道事業）を除いた　
　全会計の合計値です。



一般会計の決算概要

歳入総額は８７億８, ６６５万円。
前年比３億９，４９４万円の減。

　一般会計とは行政運営の基本となる会計で、福祉や教育、消防など住民に広く行われる事業におけ
る歳入（収入）・歳出（支出）の会計です。歳入総額は８７億８, ６６５万４, ０５９円。歳出総額は
８６億４, ５９３万５, １４７円となり、差額の１億４, ０７１万８, ９１２円を次年度に繰り越しまし
た。
　なお、繰越額の中には、次年度に実施する事業財源５８０万円が含まれているため、実質収支は１
億３, ４９１万８, ９１２円になりました。

町税
１２７,４２５(１４.５)

諸収入
２８,９６６(３.３)

２４２,７７８(２７.６)６３５,８８７(７２.４)

繰入金 ２０,７８４(２.４)

繰越金 １１,７５３(１.３)

その他
５３,８５０(６)

地方交付税
３１９,６６２(３６.４)

国庫支出金
９７,３７１(１１.１)

町債
９３,７４８(１０.７)

道支出金
８４,５８３(９.６)

地方消費税交付金
２６,８４６(３.１)

その他交付金
１３,６７７(１.６)

・使用料及び手数料 １８,３７８(２.１)

・寄附金 １７,６７８(２.０)

・分担金及び負担金 １４,７９０(１.７)

・財産収入 ３,００４(０.２)

※単位は万円。
（　）内は構成割合で単位は％。

・地方譲与税 ９,５８２(１.１)
・自動車取得税交付金 １,４３４(０.２)
・ゴルフ場利用税交付金 １,３０４(０.１)
・配当割交付金 ３６０(０)
・地方特例交付金 ３５３(０)
・株式等譲渡所得割交付金 ３００(０)
・利子割交付金 １７９(０)
・交通安全対策特別交付金 １６５(０)

歳入合計
８７８,６６５

・町民税 ５３,５３１(６.１)
・固定資産税 ５４,６２３(６.２)

・軽自動車税 ２,５７２(０.３)

・町たばこ税 １１,２６８(１.３)
・都市計画税 ５,３１１(０.６)

・入湯税 １１９(０)
・鉱産税 １(０)

自主財源依存財源

４



歳出総額は８６億４，５９３万円。
前年比４億１, ８１３万円の減。

　歳入は、町債や国庫支出金の減により、前年度比で３億９, ４９４万円の減となりました。歳入全
体の構成は町税や使用料など、町が独自に確保している自主財源の割合が２７. ６％、地方交付税や国・
道からの交付金などの依存財源の割合が７２. ４％となりました。
　歳出は、前年度比で４億１, ８１３万円の減となりました。増減が大きい費目としては、民生費が
約８億５, ８３５万円の減、農林水産業費が約３億５, ０９１万円の増となりました。
　歳出全体の構成は、総務費が最も多く、次に民生費、公債費と続いています。

総務費
１９２,７１７

（２２.３）

民生費
１７２,２７５

（１９.９）

公債費
１１５,６８１

（１３.４）

土木費
１１３,６７７

（１３.２）

農林水産業費
８７,４８６

（１０.１）

教育費
７２,４０２

（８.４）

衛生費
４３,０５１

（５）

消防費
３６,６３４

（４.２）

商工費
１６,６３６

（１.９） ・議会費 ８,４９６（１）

その他
１４,０３４（１.６）

・災害復旧費 ３,８１４（０.４）
・諸支出金 １,１３１（０.１）
・労働費 ５９３（０.１）

歳出合計
８６４,５９３
[性質別]

歳出合計
８６４,５９３
[目的別]

※単位は万円。
（　）内は構成割合で単位は％。

・災害復旧事業 
　３,８１４(０.４)

・普通建設事業
　１２０,２５９(１３.９)

投資及び出資金、貸付金
１７,５４８(１.９)

積立金
２８,３３９(３.３)

投資的経費
１２４,０７３
(１４.３)

繰出金
６１,０４１
(７.１) 補助費等

１８２,４１０
(２１.１)

維持補修費
２２,１６８(２.６)

物件費
１１７,５４５
(１３.６)

公債費
１１５,６８１
(１３.４)

扶助費
７９,４３５
(９.２)

人件費
１１６,３５３
(１３.５)

５



国民健康保険特別会計の決算概要

歳入２２億４, ８８９万円。歳出２０億６, ７８１万円。
１億８, １０８万円を翌年度に繰り越しました。

　国民健康保険特別会計とは、国民健康保険事業の円滑な運営とその経理の適正を図るため、一般会
計と区分された会計です。
　平成２７年度末の国民健康保険に加入している世帯数は２, ０３９世帯、被保険者数は３, ５５５人
で、町民の健康保持と増進のため保険給付を行い、医療保障の充実に努めました。

※単位は万円。
（　）内は構成割合で単位は％。

歳入合計
２２４,８８９

歳出合計
２０６,７８１

・老人保健拠出金 １(０.０)
・前期高齢者納付金等 １３(０.０)
・基金積立金 ９１(０.０)
・総務費 ９９９(０.５)
・保健事業費 １,６０４(０.８)
その他 ２,７０８(１.３)諸支出金

３,２５７(１.６)

介護納付金
７,７９８(３.８)

共同事業拠出金
４４,５５９(２１.５)

保険給付費
１２８,２２４(６２.０)

・使用料及び手数料 １１(０.０)
・財産収入 ９１(０.０)
・諸収入 ３１０(０.１)
・療養給付費等交付金 ４,８８１(２.２)
その他 ５,２９３(２.３)道支出金

９,５６０(４.３)

繰越金
１０,６２３(４.７)

国庫支出金
４０,８９５(１８.２)

前期高齢者交付金
４９,６０２(２２.１)

後期高齢者支援金等
２０,２３５(９.８)

繰入金
２５,６６９(１１.４)

国民健康保険税
３４,６０５(１５.４) 共同事業交付金

４８,６４２(２１.６)

６



北海道介護福祉学校特別会計の決算概要

歳入１億３, １４７万円。歳出１億２, ９２２万円。
２２５万円を翌年度に繰り越しました。

　北海道介護福祉学校特別会計とは、町立北海道介護福祉学校の運営のため、一般会計と区分された
会計です。
　少子化などの影響により進学希望者が減少傾向にありますが、学生確保に積極的に取り組み、開校
以来２７年間就職率１００％を継続しました。

※単位は万円。
（　）内は構成割合で単位は％。

歳入合計
１３,１４７

歳出合計
１２,９２２

公債費 ６(０.１)

教育費
１２,９１６(９９.９)

・諸収入 ４(０.０)
・繰越金 １４(０.１)
・道支出金 １,０５２(８.０)
・分担金及び負担金 １,１５５(８.８)

その他 ２,２２５(１６.９)

使用料及び
手数料
３,９３３
(２９.９)

繰入金
６,９８９
(５３.２)

７



介護保険特別会計の決算概要

歳入１２億９, ２５５万円。歳出１２億７，９５１万円。
１, ３０４万円を翌年度に繰り越しました。

　介護保険特別会計とは、介護保険事業の円滑な運営とその経理の適正を図るため、一般会計と区分
された会計です。
　適正な要介護認定を行うとともに、要介護・要支援者が能力に応じ、自立した日常生活を営むこと
ができるよう保険給付を行い、福祉の増進に努めました。
　また、将来に要介護・要支援状態になるおそれのある高齢者を対象に、介護予防を推進しました。

※単位は万円。
（　）内は構成割合で単位は％。

歳入合計
１２９,２５５

歳出合計
１２７,９５１

諸支出金
１,４００(１.１)

総務費
１,６６８(１.３)

基金積立金
３,２６７(２.６)

地域支援事業費
３,５５９(２.８)

保険給付費
１１８,０５７(９２.２)

・諸収入 ８(０.０)

・財産収入 １８(０.０)

・使用料及び手数料 ４０６(０.３)

・分担金及び負担金 ４４９(０.３)

・繰越金 ３,４２５(２.６)

その他 ４,３０６(３.２)

繰入金
１６,９６２
(１３.１)

道支出金
１９,０３５
(１４.８)

保険料
２４,４７２
(１８.９)

国庫支出金
３１,１７６
(２４.２)

支払基金交付金
３３,３０４
(２５.８)

８



後期高齢者医療特別会計の決算概要

歳入１億８，７５３万円。歳出１億８，７４０万円。
１３万円を翌年度に繰り越しました。

　後期高齢者医療特別会計とは、後期高齢者医療事業の円滑な運営とその経理の適正を図るため、一
般会計と区分された会計です。
　北海道後期高齢者医療広域連合が主体となって運営していますが、本町では高齢者の健康保持と増
進のため、被保険者の資格管理の窓口事務や保険料の徴収などを行い、医療費の適正化に努め、健全
な医療給付を進めました。

※単位は万円。
（　）内は構成割合で単位は％。

歳入合計
１８,７５３

歳出合計
１８,７４０

諸支出金
３(０.０)

総務費
１４２(０.８)

後期高齢者医療広域連合納付金
１８,５９５(９９.２)

・使用料及び手数料 １(０.０)
・諸収入 ７(０.０)
・繰越金 ２３(０.１)
その他 ３１(０.１)

繰入金
５,９５８
(３１.８)

保険料 
１２,７６４(６８.１)

９



住宅団地造成事業特別会計の決算概要

歳入７，８９１万円。歳出７，８７８万円。
１３万円を翌年度に繰り越しました。

　住宅団地造成事業特別会計とは、朝日４丁目住宅団地第４期造成事業を実施するため、一般会計と
区分された会計です。
　住宅団地の造成事業が完了し、平成２７年度より分譲地の販売を開始しました。

※単位は万円。
（　）内は構成割合で単位は％。

歳入合計
７,８９１

歳出合計
７,８７８

公債費 ７(０.１)

住宅団地造成事業費
７,８７１(９９.９)

・繰越金 ９(０.１)
・繰入金 １３(０.２)
その他 ２２(０.３)

財産収入
９８９
(１２.５)

町債
６,８８０(８７.２)

１０



工業団地造成事業特別会計の決算概要

歳入１，３６９万円。歳出１，３６８万円。
平成２７年度に創設した特別会計です。

　工業団地造成事業特別会計とは、第４期工業団地造成事業を実施するため、一般会計と区分された
会計で、平成２７年度に新たに設置されました。
　平成２７年度では調査設計などの事業を実施しました。

※単位は万円。
（　）内は構成割合で単位は％。

歳入合計
１,３６９

歳出合計
１,３６８

工業団地造成事業費
１,３６８(１００.０)

繰入金 ５９(４.３)

町債
１,３１０(９５.７)

１１



水道事業会計の決算概要

収入５億８, ９７４万円。支出７億６, １８５万円。
会計処理上の不足額は損益勘定留保資金などで補てん。

　水道事業会計とは、水道事業を運営するため企業会計によって区分された会計です。
　水をつくりご家庭などに届けるための経費（収益的収支）では４, ５６８万円の黒字となりましたが、
浄水場の設備更新や配水管の整備などに使用するための経費（資本的収支）では２億１, ７７９万円
の不足となりました。
　不足額については、減価償却費など収益的支出のうち現金の支出を必要としない費用によって生じ
た資金（損益勘定留保資金など）で補てんしました。

収入合計
５８,９７４

支出合計
７６,１８５

４１,３９０ (５４.３) ３４,７９５ (４５.７)

収益的支出

収益的収入

資本的支出

資本的収入

企業債償還金
２２,５９４(２９.６)

建設改良費
１８,７９６
(２４.７)

営業費用
２９,８４３
(３９.１)

１９,６１１(３３.３) ３９,３６３（６６.７)

工事負担金 ３６４(０.５)

出資金 ８６７(１.５)

企業債
１８,３８０
(３１.３)

営業外収益
４,１１４
(７.０) 営業収益 ３５,２４９(５９.７)

営業外費用
４,９５２
(６.６)

※単位は万円。
（　）内は構成割合で単位は％。

１２



下水道事業会計の決算概要

収入１３億３８万円。支出１４億８, ６９１万円。
会計処理上の不足額は損益勘定留保資金などで補てん。

　下水道事業会計とは、下水道事業を運営するため企業会計によって区分された会計です。　下水道
管や下水道管理センターの維持管理に必要な経費（収益的収支）では５, ８３７万円の黒字となりま
したが、下水道管や下水道管理センターの設備更新や取り替えなどに使用するための経費（資本的収
支）では２億４, ４９０万円の不足となりました。
　不足額については、減価償却費など収益的支出のうち現金の支出を必要としない費用によって生じ
た資金（損益勘定留保資金など）で補てんしました。

収入合計
１３０,０３８

支出合計
１４８,６９１

７７,００１(５１.８) ７１,６９０(４８.２)

収益的支出

収益的収入

資本的支出

資本的収入

企業債償還金
５２,３４０
(３５.２)

建設改良費
２４,６６１
(１６.６)

営業費用
４８,５６９(３２.７)

５２,５１１(４０.４) ７７,５２７(５９.６)

企業債
３４,３６０
(２６.５)

営業外収益
１８,８５２(１４.５)

営業収益 
４８,０８１(３７.０)

営業外費用
７,１５６(４.８)

※単位は万円。
（　）内は構成割合で単位は％。

国庫補助金
１２,０２８
(９.２)

出資金
６,１２３(４.７)

農業集落排水事業
特別利益
１０,５９４(８.１)

農業集落排水事業
特別損失
１５,９６５(１０.７)

１３



１４



写真でみる

栗山町第 6 次総合計画
の主要施策より

主な実施事業

※栗山町第６次総合計画に掲載されている計画事業番号、事業名、決算額及び、事業に関連した写真を掲載しています。

１５



決算額３４, ９４３千円

決算額１５, ７２０千円

決算額６８７千円

決算額２９, ６０８千円

決算額１２, ８７６千円

決算額２８６千円

栗山町子育て支援センターを移設整
備し、機能を充実します。

ふるさと自然体験教育の推進と拠点
施設の利活用を図ります。

コミュニティスクール（学校運営協
議会制度）の導入を進めます。

子ども医療費を助成します。

栗山町への移住・定住を促進します。

子育て等に関する、総合的な情報提
供と相談機能を充実します。

（子育て支援センター「スキップ」の開設）

（夕張川の川くだりプログラム）

（角田小学校での土曜授業）

（高校３年生までの医療費無料化）

（東京での移住相談会）

（若者・子育て世代向け町民講座）

計画
事業
９９

計画
事業
６５

計画
事業
３７

計画
事業
９２

計画 
事業

１２９

計画
事業
９１　　　　　　　　　　　

１６



決算額６８, ５４２千円

決算額１０, ３５８千円

決算額１８８千円

決算額１７, ９６４千円

決算額１, ８４５千円

決算額３８０, １５５千円

初期救急医療の確保と、二次救急病
院への支援をします。

がん早期発見・治療を進め、がん死
亡率の減少を目指します。

町民・関係団体と協働した健康寿命
延伸を目指します。

地域の見守り・支え合い活動の充実
を図ります。

より良い生活習慣への改善を推進し
ます。

公営住宅の整備・改修を行います。

（栗山町の基幹病院「栗山赤十字病院」）

（定期的な集団検診の実施）

（「健康寿命延伸のまちづくり宣言」記念講演会）

（ケアラーサポーター事業）

（食の健康づくり推進事業）

（建替えられた角田曙団地）

計画
事業
９０

計画
事業
７９

計画
事業
８６

計画
事業
８１

計画 
事業

１０６

計画 
事業

１４１

１７



決算額３, ４２２千円

６次産業化の取り組みを支援します。

（６次産業化に取り組んだ農産物直売所）

決算額７８, ７０８千円

決算額５８, ６３４千円

決算額２６０, ０３４千円

決算額６６, ３６０千円

決算額４４, ２５６千円

住宅団地の造成を行います。

賑わいにあふれ魅力ある商店街づく
りを推進します。

国営事業などによる基盤整備と、施
設の維持管理を行います。

幹線町道湯地継立線の道路改良・舗
装を実施します。

新規就農者の受け入れを進めます。

（朝日住宅団地第４期の造成）

（くりやまプレミアム商品券の販売）

（農地の基盤整備）

（舗装された町道湯地継立線）

（新規就農者・研修生交流会の様子）

計画 
事業

１１４

計画 
事業

１４２

計画 
事業

１２２

計画 
事業

１３２

計画 
事業

１１０

計画 
事業

１１９

１８



決算額４, ７２５千円 決算額２６０, ７８８千円

決算額２９, ６２８千円 決算額９１, ００５千円

決算額２１, ０４５千円

高齢社会の課題に対応できる交通シ
ステムを確立します。

継立地区農業集落排水施設を公共下
水道に統合します。

埋立てごみの減容を推進します。 中間処理（リサイクル・堆肥化）を
行い、再資源化を推進します。

公共施設などの再生可能エネルギー
導入を推進します。

（コミュニティバスの試験運行） （統合された継立地区農業集落排水施設）

（ごみの最終処分場） （栗肥土の町民還元販売）

（南部公民館に設置された太陽光パネル）

計画
事業

４

計画
事業

１

計画
事業

９

計画 
事業

１４０

計画 
事業

１４９

決算額５５, ７２８千円

消防通信指令装置を更新します。

（更新された消防通信指令装置）

計画
事業
１７

１９



決算額５, ７６８千円 決算額１５, ６６９千円

決算額２, １１１千円決算額１２７, ８３７千円

農山村の魅力を活かした都市農村交
流を推進します。

人と自然との共生を推進します。

まちづくり協議会などの地域活動を
支援します。

優秀な介護福祉士、高齢化社会を支
える人材を創出します。

（修学旅行による農業体験受け入れ） （地域おこし協力隊による自然環境教育活動）

（角田地区まちづくり協議会での防犯講習会）（北海道介護福祉学校の体験入学会）

計画
事業
６４

計画
事業
５１

計画 
事業

１２０

決算額１７千円決算額１, ５５２千円

町長のまちづくり懇談会を行います。予算・決算・財政状況などの情報を
分かりやすく公表します。

（まちづくり懇談会）（まちの予算・決算をまとめた冊子の配布）

計画 
事業

１８７

計画 
事業

１６４

計画 
事業

１８２

２０



グラフでみる

まちの財政状況

２１



基金残高の推移

基金の年度末残額は９億６，８５２万円。
前年比３, ５８３万円の増になりました。

　安定した財政運営を進めるための貴重な財源として、決算に伴う余剰金の一部や、寄附金などを原
資として積み立てた基金の年度末残高は、一般会計分で９億６, ８５２万円になり、前年度比で３, ５
８３万円の増となりました。
　なお、平成２７年度における取り崩し額は２億４, ７７９万円で、積み立て額は２億８, ３６２万円
です。

１０

　６

　４

　２

　　　　　　０

１２

　８

　平成２０年度（億円） 　平成２１年度　平成２２年度　平成２３年度　平成２４年度　平成２５年度　平成２６年度 　平成２７年度

財政調整基金 減債基金 特定目的基金

９.６
９.３

１０.８１１.１
１１.５

１０.６
１０.３

８.５

３.８
４.９

３.２
２.７

２.７

３.１
３.２

３.６

５.６
４.２

０.１

７.５

０.０４
０.０４

８.４

８.８

７.５

０.３

６.８

０.３

４.６

０.２

０.２

積立額
２.８取崩額

２.５

０.０４

２２



町債残高の推移

町債の借入額は１７３億円。
前年比２億円の減になりました。

　町債（町の借り入れ金）には、毎年の財源負担を平均化する役割と、現在と将来の町民負担を公平
にする役割があり、町では財政状況を悪化させないよう、町総合計画や行財政改革推進計画等に基づ
き、計画的な借り入れを行っています。
　町債の年度末残高は、全会計分で１７３億円となり、前年比で２億円の減となりました。

２５０

２００

１５０

１００

５０

０
　平成２０年度 　平成２１年度 　平成２２年度 　平成２３年度 　平成２４年度 　平成２５年度 　平成２６年度　平成２７年度

一般会計 特別会計 企業会計

１０９

１
６３

１７３

１１０

６５

１７５.１

１０６

６９

１７５.１

１０７

７４

１８１.１

１１２

７８

１９０

１１７

８０

１９７

１２１

８１

２０２

１２９

８２

２１１

０.１ ０.１ ０.１

（億円）

２３



財政健全化法に基づく指標からみた財政の健全化状況

まちの財政は「健全基準」にありますが、
依然として厳しい財政状況が続いています。

　財政の健全さを計る指標を導入し再建の枠組みを定めた「財政健全化法」に基づき、町の財政状況
を分析しています。
　本町では、計画的かつ健全な財政運営に努めていますが、実質公債費比率や将来負担比率は依然と
して全道平均を上回っていることから、厳しい財政状況が続いています。

指　　標 指標の説明 全道の状況
(H26 決算 )

基準値

早期健全化
基　　　準

財政再生
基　　準

一般会計を対象とした実質
赤字の標準財政規模に対す
る比率

全会計を対象とした実質赤
字の標準財政規模に対する
比率

一般会計が負担する元利償
還金などの標準財政規模に
対する比率

一般会計が将来負担すべき
実質的な負債の標準財政規
模に対する比率

資金不足額（赤字額）の事
業規模に対する比率

実質赤字比率 １５％

２０％

２０％

２５％

３５０％

９.２％

６２.２％

比　率

該当無

基準値
以上の
団体無

基準値
以上の
団体無

該当無

該当無

１５.８％

８６.８％

２０％

３０％

３５％

連結実質赤字比率

将来負担比率

資金不足比率

実質公債費比率

( 水道・下水道事業）

健
全
化
判
断
比
率

２４



南空知９市町の平成２６年度普通会計決算概要

岩見沢市

由仁町

夕張市

三笠市

美唄市

長沼町

栗山町

南幌町

月形町

※この資料で示す金額は決算統計上の普通会計により集計された

　ものです。栗山町の場合は、一般会計と北海道介護福祉学校特

　別会計を合算した額になります。

出典：北海道庁ホームページ「北海道内の市町村の財政状況」より

人口 (H27.1.1) ：

実質公債費比率：

将来負担比率　：

 

11,489 人

14.1 %

（全道 27 位）

96.4 %

（全道 29 位）

 

人口 (H27.1.1) ：

実質公債費比率：

将来負担比率　：

12,689 人

17.4 %

（全道 7位）

110.5 %

（全道 21 位）

人口 (H27.1.1) ：

実質公債費比率：

将来負担比率　：

9,440 人

61.0 %

（全道 1位）

724.4 %

（全道 1位）

 

人口 (H27.1.1) ：

実質公債費比率：

将来負担比率　：

 

5,624 人

13.9 %

（全道 29 位）

124.3 %

（全道 12 位）

 

人口 (H27.1.1) ：

実質公債費比率：

将来負担比率　：

 

8,155 人

14.8 %

（全道 18 位）

80.2 %

（全道 41 位）

 

人口 (H27.1.1) ：

実質公債費比率：

将来負担比率　：

 

86,054 人

8.7 %

（全道 116 位）

43.4 %

（全道 75 位）

 

人口 (H27.1.1) ：

実質公債費比率：

将来負担比率　：

9,519 人

7.6 %

（全道 129 位）

70.5 %

（全道 51 位）

人口 (H27.1.1) ：

実質公債費比率：

将来負担比率　：

23,984 人

19.0 %

（全道 4位）

181.1 %

（全道 3位）

人口 (H27.1.1) ：

実質公債費比率：

将来負担比率　：

3,577 人

5.9 %

（全道 155 位）

-

（全道順位無）

２５
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発　行 / 栗山町

発行日 / 平成２８年１０月

編　集 / 経営企画課行政経営グループ

　　　 　〒０６９１５１２　北海道夕張郡栗山町松風３丁目２５２番地

　　 　　ＴＥＬ：０１２３－７３－７５０３（直通）　 ＦＡＸ：０１２３－７２－３１７９（代表）

　　 　　ＷＥＢ：http://www.town.kuriyama.hokkaido.jp/　※ホームページにも本冊子の内容を掲載しています。

本冊子は、平成２７年度の決算概要をご理解いただくため、要点を絞り作成しました。

詳しい内容については、資料編「平成２７年度主要な施策の成果表」をご覧ください。

なお、お寄せいただいたご意見、ご感想などを次年度の冊子作成の際の参考とさせていただきます。

町の財政情報を的確に、そして、分かりやすくお知らせしていくためのご意見などをお待ちしております。


